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金融取引の基本 52.3 51.5 31位
金融・経済の基礎 54.4 48.3 46位
保険 54.8 49.6 47位
ローン等 50.8 45.6 47位




識                     
以
外
家計管理 49.8 43.4 46位
生活設計 54.4 48.0 47位
外部の知見活用 65.6 61.5 46位























埼 玉 県　　千 葉 県　　東 京 都　　神奈川県　　愛 知 県
京 都 府　　大 阪 府　　兵 庫 県　　奈 良 県
B　地銀シェア 45％以上（９県）
青 森 県　　宮 城 県　　秋 田 県　　茨 城 県　　石 川 県
鳥 取 県　　福 岡 県　　長 崎 県　　沖 縄 県
C　農協シェア 15％以上（11県）
長 野 県　　岐 阜 県　　静 岡 県　　三 重 県　　滋 賀 県
和歌山県　　島 根 県　　香 川 県　　愛 媛 県　　高 知 県
佐 賀 県
D　上記以外の県（18県）
北 海 道　　岩 手 県　　山 形 県　　福 島 県　　栃 木 県
群 馬 県　　新 潟 県　　富 山 県　　福 井 県　　山 梨 県
岡 山 県　　広 島 県　　山 口 県　　徳 島 県　　熊 本 県
大 分 県　　宮 崎 県　　鹿児島県
　世帯預貯金を推定する式は次の数式とする。








世帯預貯金=-11,292,691 + 46.6*家計収入 + 29301*+地価 -854.4金融機関店舗数






世帯預貯金=-9,384,886.0 + 25.2家計収入 + 40,557.2*地価 -53.6金融機関店舗数
修正済Ｒ2=0.82 　  （p値0.05未満の場合、「*」と下線を表示）
グループＢ
世帯預貯金=143,351.0 + 30.1家計収入 + 8,765.7地価 -1,078.0金融機関店舗数
修正済Ｒ2=0.05    
グループＣ
世帯預貯金=7,027,178.0 +19.7家計収入 -413.9地価 + 3,449.6金融機関店舗数
修正済Ｒ2=0.18
グループＤ
世帯預貯金=-4,646,871.0 + 46.7*家計収入 + 11,288.3地価 -2,795.2金融機関店舗数
修正済R2=0.33 　  （p値0.05未満の場合、「*」と下線を表示）
　グループＡ推定結果の修正済決定係数0.82は、全都道府県の修正済決定係数（0.60）より高く、
各係数の符号は全都道府県の推定結果と一致している。地価は５％水準で有意なプラスの係数
となっている。グループＢとグループＣの推定結果では、有意な係数はなく、修正済決定係数
も低い（0.05、0.18）。グループＤ推定結果で、家計収入は５％水準で有意なプラスの係数となっ
ている。各係数の符号は全都道府県の推定結果と一致しているが、修正済決定係数は全都道府
県より低い（0.33）。
　全都道府県の推定結果と各グループの推定結果を比較し考察する。全都道府県の推定結果で
有意な家計収入（説明変数）は、グループ別ではグループDのみ有意であり他のグループでは
有意ではない。グループDは、A・B・Cの条件に該当しない一般的な県と位置づけられている。
全都道府県の推定結果で有意な地価（説明変数）は、グループA（大手行シェア10％以上の県）
で有意となっているが、他グループでは非有意である。つまり全都道府県の推定結果で有意な
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説明変数は、グループ別の推定結果では一部でしか有意になっていない。修正済み決定係数は、
グループAでは0.82と高くモデル式に適合している。一方でグループB（地銀シェア45％以上
の県）・グループC （農協シェア15％以上の県）の修正済み決定係数は0.05・0.18と極めて低く、
モデル式が適合していないことが確認できる。
　世帯預貯金を被説明変数とするモデル式において、全都道府県レベルで説明力や有意性が確
認された説明係数・式でも、ある特性をもつ都道府県では説明力が弱くなることが明らかになっ
た。世帯預貯金を含む家計貯蓄分野の分析において、都道府県の特性を考慮する必要があるこ
とを示唆している。
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